
 
 
 
 
 
 

第２５期事業報告書 
平 成 １９ 年 ４ 月  １  日 か ら 
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株 主 の 皆 様 へ 
 
    株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
        ここに第２５期の事業概要をご報告申し上げます。 
    当社は、シーサイドラインを魅力あるものとし、かつ安定した経営基盤を確立す

るため「新・中期経営計画」（平成１７～２０年度）に基づき、安全運行の確保を

最優先として、お客様サービスの向上、並びに収益確保のための付帯事業の充実を

目標に、全社員一丸となってシーサイドラインの運営に取組んでおります。 
    また、横浜市と「特定協約団体」として協約（平成１９～２２年度）を締結し、

重要な経営目標について共有し、当社の自主的・自立的経営を目指すため経営改革

に努めております。 
    当期においては、輸送の安全確保やお客様サービスの向上を図るため、前期に引

き続き行楽期における効果的な臨時列車の運行を行い、前期末に導入したＩＣ乗車

券パスモの普及及び他社線との連絡定期券の発売を行いました。 
    また、当社では、お客様の利用しやすい交通機関を目指してバリアフリー化をす

すめており、当期においては野島公園駅でエレベーター設置を行っております。 
    なお、翌期においても引き続き、未整備駅でのエレベーター設置等を行い、バリ

アフリー化を進めてまいります。 
    併せてお客様のシーサイドラインに対するイメージアップのため、前期に引き続

きイベント列車の運行、春・秋のウォーキングの開催、沿線施設とのタイアップに

よるキャンペーン活動を行いました。 
    このほか、付帯事業の拡充等を図るため、鳥浜駐車場の増設、並木中央駐車場へ

のコンビニエンスストアの誘致、市大医学部駅構内に薬局店舗の誘致等を行いまし

た。 
    運輸実績については、以上のような事業の積極的な展開と回復基調に推移した景

気状況とが相まって、産業振興センター駅・福浦駅・市大医学部駅等の利用者数

が増加傾向に推移したことにより、１日平均旅客人員は４９，６２７人で前期比 

５．８％増となっております。 
    営業収益につきましては、３８億９，６８２万円、前期比６．３％増を確保する

ことができ、経常利益は９億３，６５０万円で、前期とほぼ同額となっております。 
   純利益は、５億１，６６１万円で、前期より３０６万円の減となっておりますが、

平成１４年度から６期連続して単年度黒字を継続することができました。 
      設備投資の状況につきましては、軌道事業として、運行管理システム更新     
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２億２，０３６万円、パスモ関連ソフトウェア２億５００万円を実施いたしました。 
      資金調達の状況といたしましては、安定した年度末資金の確保のため、平成２０
年３月に、(財)横浜企業経営支援財団より、２億円の資金を調達しております。 

    当社は、平成１７年１２月に「新・中期経営計画」を策定し、平成１４年度から

達成している単年度黒字の継続、平成２０年度での累積損失額１００億円以下の達

成及び平成２６年度までの債務超過解消を目標に財務状況の健全化に取組んでおり

ます。 
    また、平成元年の開業以来２０年間、輸送の安全確保及びお客様サービスの向上

を図るため平成５～６年度の列車の自動運転設備、平成１８年度のパスモの導入及

び運行管理システムの更新以外は大規模な設備投資を抑制し、既存設備の維持・保

守を計画的に行うことで、２０年間無事故運転という信頼とお客様へのサービスを

提供してまいりました。 
     一方では、開業以来使用し続けて来た車両及び駅舎、電力、通信設備等が２０年

を経過したことで老朽化が顕著となってきており、車両更新、駅舎改良等迅速な設

備更新が喫緊の課題となっております。 
    しかしながら、累積損失額は依然として多額であって、債務超過解消の途上にあ

り、かつ横浜市の支援を受けていることから、引き続き財務状況の健全化を推進し

ながらこれらの課題の対応をしてまいります。 
     こうした状況のもと、翌期におきましても、「新・中期経営計画」を的確に推進

することにより、従来培ってきたお客様の信頼を損なうことなく、安全輸送及び定

時運行を確保し、お客様サービスの向上、旅客誘致の推進、付帯事業の強化、バリ

アフリー対策等を進め、シーサイドラインを一層魅力あるものとし、かつ安定した

経営基盤を確立するため、引き続き全社員一丸となって取組んでまいります。 
    株主の皆様には、一層のご支援、ご協力をお願い申し上げます。 
 
 
平成２０年６月 

 

代表取締役社長   太   田   浩   雄 
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会 社 の 現 況 
 

１．主な事業の内容 
当社の主な事業は、軌道法に基づく一般運輸業であり、内容は次のとおりであり

ます。 
（１）区  間  新杉田駅から金沢八景暫定駅（１４駅） 
（２）営業キロ  １０．６㎞ 

 
２．事 業 所 
本  社  横浜市金沢区幸浦二丁目１番地１ 
 
３．従業員の状況 

 
                                        （平成２０年３月３１日現在） 

区   分 男 女 計 
従 業 員 数 １１５人 ７人 １２２人 
同上中他社から 
出向している者 

 
１１人 

 
０人 

 
１１人 

平 均 年 齢 ４３．８歳 ４７．２歳 ４４．０歳 

 
４．会社の株式に関する事項 
（１）発行済株式総数                      １５２，０００株 
（２）当期末株主数                 ４４名 
（３）大  株  主（自己株式を除く発行株式の総数の１０分の１以上の数の株式 

を有する株主） 
 

株 主 名 持 株 数 
横 浜 市 
京浜急行電鉄株式会社 

７８，０００株 
２４，１２０株 
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事 業 の 概 要 
     
業績の推移 
１．運輸成績の推移 

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 区  分 
 

単位 
年  間 日平均 年  間 日平均 年  間 日平均 

旅

客

人

員 

定 期 
定期外 
計 

人 
〃 
〃 

8,134,404

 8,658,527

16,792,931

22,596

23,722

46,318

 8,188,620

 8,812,543

17,001,163

22,746 

24,144 

46,890 

8,825,826

9,190,566

18,016,392

24,516

25,111

49,627

運

輸

収

入 

定 期 
定期外 
計 

千円 
〃 
〃 

1,275,588

 2,108,859

 3,384,448

3,494

 5,777

 9,272

1,288,616

 2,148,060

3,436,676 

3,530 

5,885 

 9,415 

1,386,596

2,249,304

3,635,901

3,788

6,145

9,933

運 輸 雑 収 〃    53,917 147     52,328 143 58,351 159

収 入 合 計 〃  3,438,365 9,420  3,489,004  9,558 3,694,252 10,093
  
２．営業成績及び財産の状況の推移 
区  分 単位 第２２期 

平成１６年度

第２３期 

平成１７年度

第２４期 

平成１８年度 

第２５期 

平成１９年度

営 業 収 益 千円  3,586,494  3,601,278  3,664,899 3,896,823

経 常 利 益 〃    276,464 754,073 936,593   936,506

当期純利益 〃 272,664 750,273  519,683    516,619

１株当たり 
当期純利益 円 1,793.84 4,936.00 3,418.96 3,398.81

総 資 産 千円 13,896,932 13,506,829 12,600,977 11,960,952

 
（注）１．当事業報告記載の金額には、消費税等を含んでおりません。 

   ２．当事業報告記載の金額は、表示単位未満を切り捨てております。 
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業務の適正を確保するための体制 
 

  当社では、業務の適正を確保するため、７項目について以下の体制を構築しております。 

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、企業が存続していくために、法令遵守（コンプライアンス）を徹底するこ

とが最も重要であると認識しており、取締役及び社員は法令を遵守し、高い倫理観を

もって適切に行動し、社会から信頼される経営体制の確立に努めています。 
また、内部通報制度を創設し、その浸透を図るとともにＣＳＲ研修や公益通報者保 
護法の研修に社員を出席させ、研修資料により企業の社会的責任・法令遵守の重要性

について、社員に周知徹底しております。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、取締役会や重要な会議の意思決定に係る記録及び決裁した文書等を法令及

び社内規程に基づき適正に保存、管理しています。また、必要に応じて、取締役及び

監査役が文書を閲覧できる体制としております。 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、公共交通機関としての事故防止だけでなく、テロ災害等への対策にも万全

な体制とするため軌道事故防止対策委員会を定め、事故防止に努めております。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、規程に基づき取締

役会を開催しております。 
経営に関する事項については、常勤役員等から成る常務会を原則週１回開催すると

ともに、代表取締役の諮問機関である経営会議を適宜開催し審議を経て、常務会で決

議し業務を執行しています。 
また、業務執行に関する重要事項については、取締役会で執行決定を行っておりま

す。 
なお、経営会議を効果的且つ効率的に開催するための運営方法について、社内規程

を整備し運用しております。 

５．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保

するための体制 
当社は、現在、子会社及び関連会社等はございません。 
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６．監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

当社は、現在監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査役から求められ

た場合には、監査役と協議のうえ、合理的な範囲で配置することといたします。 
また、配置された使用人の任命・人事異動及び人事考課等の人事権に係る事項の決

定については、事前に監査役から承認を得ることとし、取締役からの独立性を確保い

たします。 

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する

体制及びその他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

当社は、監査役が取締役会、常務会及び経営会議へ出席し、重要な報告を受ける体

制としています。 
また、代表取締役と監査役は相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をもつこと

ができる体制としています。 
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貸 借 対 照 表 
平成２０年３月３１日現在 

科    目 金   額 科    目 金   額 
（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

千円 
1,432,820

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

千円 
1,699,330

現 金 預 金 

未 収 運 賃 

未 収 金 

未 収 収 益 

有 価 証 券 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

 

 

 

 
固 定 資 産 

 575,636

125,878

151,160

9,428

500,000

63,769

6,946

10,528,132

1年以内返済長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

預 り 連 絡 運 賃 

預 り 金 

前 受 運 賃 

前 受 金 

前 受 収 益 

賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 

892,000

290,938

11,949

237,189

36,371

16,164

50,278

112,293

1,739

6,950

43,456

12,877,003

長 期 借 入 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
長 期 未 払 金 
長 期 預 り 保 証 金 
負 債 合 計 

10,066,795

262,170

2,815

2,519,356

25,866

14,576,333

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 
 

△  2,615,380

軌道事業固定資産 
付帯事業固定資産 
各 事 業 固 定 資 産 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
長 期 貸 付 金 
長 期 前 払 費 用 
その他の投資等 

 
 
 

10,396,687

95,135

5,557

30,751

10,000

12,418

8,282

50 

資 本 金 
利 益 剰 余 金 
その他利益剰余金 
繰越利益剰余金 

純 資 産 合 計 

7,600,000

△  10,215,380

△  10,215,380

△  10,215,380

△  2,615,380

資 産 合 計 11,960,952 負 債 純 資 産 合 計 11,960,952

（記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 
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損 益 計 算 書 
平成１９年４月 １ 日から 
平成２０年３月３１日まで 

科        目 金         額 

 千円 千円 

軌 道 事 業   

営 業 収 益 3,694,252

営 業 費 2,676,911

営 業 利 益 1,017,340

付 帯 事 業 

営 業 収 益 202,571

営 業 費 130,345

営 業 利 益 72,225

全 事 業 営 業 利 益 1,089,565

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

受 託 工 事 手 数 料 

6,222

6,720

そ の 他 14,120 27,062

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 179,840

そ の 他 281 180,121

経 常 利 益 936,506

特 別 損 失 

過年度役員退職慰労引当金繰入額 2,642

税 引 前 当 期 純 利 益 933,864

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 417,244

当 期 純 利 益 516,619

（記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 
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株主資本等変動計算書 
平成１９年４月 １ 日から 
平成２０年３月３１日まで 

 
株   主   資   本 

 
 

利益剰余金 
 

 
その他利益 
剰余金 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
資 本 金 

 
 
 

 
繰越利益 
剰余金 

 

 
 

 
利益剰余金 
合計 

 
 
 

 
 
 
 
株主資本 
合計 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
純資産合計 

 
 
 
 
 

 
 
 
平成 19年 3月 
31日残高 

 
 
 

 
千円 

 
7,600,000 

 
 

 
千円 

 
△10,732,000

 

 
千円 

 
△10,732,000

 

 
千円 

 
△3,132,000 

 
 

 
千円 

 
△3,132,000

 

 
 
当期変動額 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
当期純利益 
 
 

 

516,619 516,619

 

 

516,619 
 

 

516,619

 
 
当期変動額合計 
 
 

 

 

－ 
 

516,619 516,619

 

 

516,619 
 

 

516,619

 
 
平成 20年 3月 
31日残高 

 
 

 

 

7,600,000 

 

 

△10,215,380 △10,215,380

 

 

△2,615,380 

 

△2,615,380

（記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 
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（継続企業の前提に関する注記） 

 

当社は、５１６，６１９千円の当期純利益を計上しましたが、当期末現在において、 
２，６１５，３８０千円の債務超過となっており、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しています。 
   当社は上記の課題に対応すべく平成１７年１２月に｢新・中期経営計画｣を作成し全

体目標として、平成１４年度から達成している単年度黒字の継続、平成２０年度での

累積損失額１００億円以下及び１０年以内までの債務超過解消という目標を掲げてお

ります。 
   同経営計画を作成するにあたり、経費削減計画、設備更新計画及び長期収支計画等

の見直しを行い、当面自己資金での事業継続が可能であると考えております。 
   今後とも横浜市の支援のもと、公共輸送機関としての安全輸送の使命を果たしつつ、

｢新・中期経営計画｣の目標達成に向けて努力していく所存であります。 
   計算書類及びその附属明細書は、継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を計算書類及びその附属明細書には反映しておりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 - 10 -



（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 
   その他の有価証券 
時価のないもの‥‥‥移動平均法に基づく原価法 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   貯蔵品‥‥‥最終仕入原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 
   定額法を採用しております。ただし、軌道事業固定資産の構築物の一部（取替資産） 
については、取替法を採用しております。なお、主な耐用年数は、下記のとおりであ 
ります。 
     建 物……３年～５０年 
     構 築 物……５年～６０年 
     車 両……５年～１３年 

機械装置……５年～２０年 
（２）無形固定資産 
定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は自社利用ソフトウェア５年で 
あります。 

 
３．重要な会計方針の変更 
   有形固定資産の減価償却の方法 
    当事業年度より、平成１９年度の法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する

法律平成１９年３月３０日法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を改正する政

令平成１９年３月３０日政令第８３号））に伴い、平成１９年４月１日以降取得の固

定資産については、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 
なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。 
 

４．追加情報 
   固定資産の減価償却の方法 
    当事業年度より、平成１９年度の法人税法の改正に伴い、平成１９年３月３１日
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以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっております。 
これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ１１２，４２

４千円減少しております。 
 

５．引当金の計上方法 
（１）賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に対応 
する額を計上しております。 
（２）退職給付引当金は、従業員の退職金の支給に備えるため、退職給付に関する実務指 
針（会計制度委員会報告第１３号）に定める簡便法により、当期末における退職給付 
債務見込額に基づき計上しております。退職給付会計基準変更時差異（９２，７２２ 
千円）については、１５年による按分額を費用処理しております。 
（３）役員の退職慰労金については内規に基づく事業年度末要支給額を役員退職慰労引当 
金として計上しております。なお、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、 
当期より内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更 
しております。この変更に伴い、当期発生額１７２千円を営業費に、過年度相当額２， 
６４２千円を特別損失に計上しております。 
   この結果、従来の方法に比べ、営業利益及び経常利益は１７２千円減少し、税引前 
当期純利益は２，８１５千円減少しております。 
 
６．消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
 

（貸借対照表に関する注記） 

 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 
（１）担保に供している資産         １０，４０１，８８４千円 
（２）担保に係る債務             ３，２３２，０００千円 
  ア 一年以内返済長期借入金          ７９２，０００千円 
  イ 長期借入金              ２，４４０，０００千円 
（３）担保予約に係る債務 
   長期借入金                 ２００，０００千円 
２．有形固定資産の減価償却累計額      ２０，８１９，６９５千円 
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３．事業用固定資産 
有形固定資産              ９，７７３，５５７千円 

     建 物            ２，２９２，７２７千円 
     構 築 物            ４，６８９，９４６千円 
     車 両              ６３４，３５２千円 
     機 械 装 置            ２，１０１，９５８千円 
     工具器具備品               ５４，５７２千円 
   無形固定資産                ７２３，８２３千円 
 
４．表示方法の変更 
   前事業年度において「現金及び預金」に含めて表示しておりました譲渡性預金は 
「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 
１４号平成１９年７月４日）において有価証券として取扱うこととされたため当事 
業年度より「有価証券」として表示しております。 
なお、譲渡性預金の金額は、前事業年度末が５００，０００千円、当事業年度末が 
５００，０００千円であります。 
     
（損益計算書に関する注記） 

 
１．営 業 収 益            ３，８９６，８２３千円 
 
２．営 業 費            ２，８０７，２５７千円 
     運 送 費 及 び 売 上 原 価      １，５５６，２７６千円 
     一 般 管 理 費        １８５，０１５千円 
     諸 税        １３３，６１９千円 
     減 価 償 却 費        ９３２，３４６千円 
 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 

発行済株式の種類及び総数                  （単位：株） 
株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 
普 通 株 式 152,000 0 0 152,000
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（税効果会計に関する注記） 

 
繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税、賞与引当金、退職給付引当金の繰

入超過額であります。なお、当該繰延税金資産の全額について、評価性引当額を控除

しております。 
 
（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

 

   貸借対照表に計上した固定資産のほか、ソフトウェアの一部については、所有権 
移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 
（関連当事者との取引に関する注記） 

 
親会社及び法人主要株主等 

関連内容 

 

属 性 

 

 

会社等 

の名称 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

役員の兼

任等 

事業上の関係 

取引の内容 

 

 

取引金額 

(千円) 

 

科目 

 

 

期末残高 

（千円） 

 

乗 車 券 の 販 売 営業収益(福祉)(注 1) 468,707  

車両基地等の賃借 営業費(賃借料)(注 2) 103,669 未払金 33,543

受託工事代金の 

収受 

受託工事代金 (注 3) 

 

172,165 

 

前受金 

未収金 

1,739

151,152

法人主要 

株  主 

 

 

横浜市 被所有 

直接 

51.32% 

 

 

資 金 借 入 借入金の返済 (注 4) 100,000 

 

借入金 

長期未払金 

7,526,795

2,519,356

取引金額には消費税が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等                          

(注１) 営業収益（福祉）は、実績等に基づき毎期契約のうえ決定しております。 

(注２) 営業費(賃借料)は、車両基地、駐車場用地等であり、市場価格等を参考に交渉の結果、毎期契約のうえ決定しております。 

(注３) 受託工事代金は、横浜市インフラ部のエレベータの設置、修繕等であり実費を基に交渉の結果決定しております。 

(注４) 借入金は、全額無利息であります。 

    なお、長期未払金は、過年度における利息相当額であり支払いを猶予されております。 

 
 

 - 14 -



（１株当たり情報に関する注記） 

 

１株当たり純資産額            △１７，２０６円４５銭 
   １株当たり当期純利益金額           ３，３９８円８１銭 
 
（その他の注記） 

 
１．退職給付関係 
（１）採用している退職給付制度の概要 
当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。 

（２）退職給付債務に関する事項（平成２０年３月３１日現在） 
・退職給付債務               ３０５，４４０千円 
・退職基準変更時差異未処理額         ４３，２７０ 
退職給付引当金              ２６２，１７０ 

（３）退職給付費用に関する事項（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 
・勤務費用                  ３２，８１９千円 
・会計基準変更時差異費用処理額         ６，１８１ 
退職給付費用                ３９，０００ 

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
当社は、退職給付債務の算定にあたっては、簡便法によっており、退職一時金制度

に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算しております。 
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役          員（平成２０年６月２４日） 

 
取 締 役 社 長      太  田  浩  雄 
（代 表 取 締 役） 
常 務 取 締 役      瀨  川      博 

 
常 務 取 締 役      井 上 順 一 

 
常 務 取 締 役      遠 山   毅 

 
取    締    役      山  下      博 

 
取    締    役      三  村  智  之 

 
取    締    役      天 木 武 彦 

 
                  取    締    役      土  田  榮  二 、 

 
取    締    役      中  島  康  元 

 
取    締    役      大  澤  正  之 

  
取    締    役      沼  野  惠  一 

 
取    締    役      貝  道  和  昭 

 
常 勤 監 査 役      橘  川  道  雄 

 
監    査    役      石 井 洋 一 

 
監    査    役      沼  尾  雅  徳 
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